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労働保険事務組合事務処理手引の一部改正について 

 

 

労働保険事務組合に関する事務の取扱いについては、令和４年９月２６日付け基発 0926

第２号「労働保険事務組合事務処理手引の一部改正について」等により取り扱ってきたと

ころであるが、今般、本手引の一部を別添のとおり改正したので、事務処理に遺漏なきよ

う取り扱われたい。 

なお、主な改正事項及びその実施時期については、下記のとおりである。 

 

 

記 

 

 

 

１ 主な改正事項について 

令和５年度確定保険料の算定方法等を踏まえ、修正したこと。 

 

２ 実施時期 

  上記１については、令和６年４月１日から実施する。 
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労働保険事務組合事務処理手引                           

新旧対照表 

改正後 現行 

第１編 事務処理 

第３章 事務組合設立時の申告書作成等に係る事務処理 

１～３（略） 

４ 保険料等申告書に伴う書類の作成 

（１）（略） 

（２）「申告書内訳」の作成 

 イ 「申告書内訳」（甲）は、次の方法により作成する。 

（イ）～（ト）（略） 

（チ）「⑦（労災保険の）賃金総額欄の（一）欄には、「賃金等の報告」の

⑭の○ｊ欄（一般）の額、（特）欄には、「賃金等の報告」の⑬の○ｉ欄（特

別加入）の額をそれぞれ記載する。 

 

（リ）（略） 

（ヌ）「⑩（雇用保険の）賃金総額」欄には「賃金等の報告」の⑭欄の○ｋの

額を（イ）に記載し、下段の（ハ）には（イ）の額を記載する。 

  

（ル）（略） 

（ヲ）「⑱ 雇用保険」欄には、上段（点線の上の部分）には適用される雇

用保険率を記載する。下段（点線の下の部分）には、⑩の（ハ）欄の

額に上段の料率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額）を記載する。 

 

第１編 事務処理 

第３章 事務組合設立時の申告書作成等に係る事務処理 

１～３（略） 

４ 保険料等申告書に伴う書類の作成 

（１）（略） 

（２）「申告書内訳」の作成 

 イ 「申告書内訳」（甲）は、次の方法により作成する。 

（イ）～（ト）（略） 

 （チ）「⑦（労災保険の）賃金総額欄の（一）後期欄には、「賃金等の報告」

の⑭の○ｊ欄（一般）の額及びその対象期間（上記記載期間と異なる場

合）、（特）欄には、「賃金等の報告」の⑬の○ｉ欄（特別加入）の額をそ

れぞれ記載する。 

 （リ）（略） 

（ヌ）「⑩（雇用保険の）賃金総額」欄の後期欄には「賃金等の報告」の

⑭欄の○ｋの額及びその対象期間（上記記載期間と異なる場合）を記載

する。 

 （ル）（略） 

（ヲ）「⑱ 雇用保険」欄には、上段（点線の上の部分）には適用される

雇用保険率を記載する。下段（点線の下の部分）には、⑩欄の額に上

段の料率を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた額）を記載する。 

 

別添 
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（ワ）、（カ）（略） 

 

第５章 年度更新時の申告書作成等に係る事務処理 

１（略） 

２ 年度更新時の申告書に伴う書類の作成 

（１）「賃金等の報告」の作成 

 イ～チ（略） 

 リ 「⑪    年度確定賃金総額」欄には、１保険年度の４月１日から

３月３１日（年度の中途で労働保険事務を委託したものについては、そ

の委託年月日以降から３月３１日まで）までに使用した労災保険対象労

働者数（各月の末日（賃金締切日がある場合には各月の末日の直前の賃

金締切日）の数）と、雇用保険対象被保険者の数及び賃金の総額を各欄

の区分により記載し、その合計（○ｂ欄及び○ｄ欄には○ａ欄及び○ｃ欄の１，

０００円未満の端数を切り捨てた額をそれぞれ記載し、○ｂ＋○ｈ欄には○ｂ

欄の額に⑫の○ｈ欄の額を加えた額を記載し、○ｇ欄には○ｄ欄の額を記載す

る。）をそれぞれの欄に記載する。 

なお、合計額の１ヵ月平均使用労働者数及び１ヵ月平均被保険者数に

ついては、次により記載する。 

 

 

 

 

（イ）、（ロ）（略） 

 ヌ、ル、ヲ（略） 

  

（ワ）、（カ）（略） 

 

第５章 年度更新時の申告書作成等に係る事務処理 

１（略） 

２ 年度更新時の申告書に伴う書類の作成 

（１）「賃金等の報告」の作成 

 イ～チ（略） 

 リ 「⑪    年度確定賃金総額」欄には、令和４年４月１日から９月

３０日（以下「令和４年度前期」という。年度の中途で労働保険事務を

委託したものについては、その委託年月日以降から令和４年９月３０

日まで）及び令和４年１０月１日から令和５年３月３１日（以下「令和

４年度後期」という。年度の中途で労働保険事務を委託したものについ

ては、その委託年月日以降から令和５年３月３１日まで）までに使用し

た労災保険対象労働者数（各月の末日（賃金締切日がある場合には各月

の末日の直前の賃金締切日）の数）と、雇用保険対象被保険者の数及び

賃金の総額を各欄の区分により記載し、その合計（○ａ´欄、○ｂ´欄、○ｃ

´及び○ｄ´欄には、○ａ欄、○ｂ欄、○ｃ欄及び○ｄ欄の１，０００円未満の端

数を切り捨てた額をそれぞれ記載し、○ｅ欄及び○ｆ欄には、○ａ欄と○ｂ欄の

額を合算した額及び○ｃ欄と○ｄ欄の額を合算した額（１，０００円未満の

端数は切り捨てる）を記載する。）をそれぞれの欄に記載する。 

   なお、合計額の１ヵ月平均使用労働者数及び１ヵ月平均被保険者数

については、次により記載する。 

   （イ）、（ロ）（略） 

 ヌ、ル、ヲ（略） 
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（２）「申告書内訳」の作成 

 イ～ハ（略） 

 ニ 「申告書内訳」（甲）は、次により作成する。 

 （イ）～（チ）（略） 

（リ）「⑦ 賃金総額」欄の（一）欄には、「賃金等の報告」の⑪の○ｂ欄（一

般）の額、（特）欄には、「賃金等の報告」の⑫の○ｈ欄（特別加入）の額

をそれぞれ記載する。 

 

 

 （ヌ）（略） 

 （ル）「⑨ 保険料」欄の（一）欄には、⑦の（一）欄の額に⑧欄の料率を

乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、この端数を切り捨てた額）

を記載し、（特）欄には、⑦の（特）欄の額に⑧欄の料率を乗じて得た額

（１円未満の端数があるときは、この端数を切り捨てた額）を記載し、

（計）には（一）欄と（特）欄を合算した額を記載する。 

なお、申告書内訳（甲）の様式に従い、一般の労働者の労災保険料と

雇用保険料を別々に計算した場合、労災保険率が「０．５厘」単位の料

率であるときは、「１円」の差額が発生することがある。このような場合

は、労災保険料に「１円」を加算する。 

 

（２）「申告書内訳」の作成 

 イ～ハ（略） 

 ニ 「申告書内訳」（甲）は、次により作成する。 

 （イ）～（チ）（略） 

 （リ）「⑦ 賃金総額」欄の上段の「（一）前期」欄には、「賃金等の報告」

の⑪の○ａ´欄の額、中段の「（一）後期」欄には、「賃金等の報告」の⑪

の○ｂ´欄の額、下段の「（一）通年」欄には、「賃金等の報告」の⑪の○ｅ

欄の額、（特）欄には、「賃金等の報告」の⑫の○ｈ欄（特別加入）の額を

それぞれ記載する。 

 （ヌ）（略） 

（ル）「⑨ 保険料」欄の「（一）前期」欄には、⑦の「（一）前期」欄の

額に⑧欄の料率を乗じて得た額（１円未満の端数は切り捨てない）を、

「⑨ 保険料」欄の「（一）後期」欄には、⑦の「（一）後期」欄の額に

⑧欄の料率を乗じて得た額（１円未満の端数は切り捨てない）をそれぞ

れ記載し、「⑨ 保険料」欄の「一計」欄には、⑨の「（一）前期」欄の

額と「（一）後期」欄の額を合算した額（１円未満の端数があるときは、

この端数を切り捨てた額）又は「（一）通年」欄の額に⑧欄の料率を乗

じて得た額（１円未満の端数があるときは、この端数を切り捨てた額）

を記載する。（特計）欄には、⑦の（特）欄の額に⑧欄の料率を乗じて

得た額（１円未満の端数があるときは、この端数を切り捨てた額）を記

載する。 

なお、申告書内訳（甲）の様式に従い、一般の労働者の労災保険料と

雇用保険料を別々に計算した場合、労災保険率が「０．５厘」単位の料

率であるときは、「１円」の差額が発生することがある。このような場

合は、労災保険料に「１円」を加算する。 
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（ヲ）「⑩ 賃金総額」欄には、「賃金等の報告」の⑪欄の○ｄの額を（イ）

に、○ｇの額を（ハ）に記載する。 

 

（ワ）「⑪ 雇用保険率」欄には、適用される雇用保険率を記載する。 

 

 

（カ）「⑫ 一般保険料」欄には、⑩の（ハ）欄の額に⑪欄の料率を乗じて

得た額を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 （ヨ）「⑬ 確定保険料合計額」欄には、⑨欄の額と⑫欄の額を加えた額

を、④欄の「常時使用労働者」の数に基づき、規模区分別（１５人以

下、１６人以上）の該当欄に記載する（雇用保険のみ成立している場

合は、⑤欄の「被保険者」の数に基づき記載する。）。 

   なお、小計欄には、規模区分別の件数、金額の合計を記載し、計欄

には、規模区分別の金額の合計を記載する。 

 

 

（タ）「⑭ 賃金総額」欄には、⑦の（一）の同額を記入する。ただし、

平成１９年３月３１日以前に成立した一括有期事業については、一般

拠出金算定対象とはならない。 

（ヲ）「⑩ 賃金総額」欄には、「賃金等の報告」の⑪欄の○ｃ´の額を「前

期」欄に、○ｄ´の額を「後期」欄に記載する。 

 

（ワ）「⑪ 雇用保険率」欄には、前期及び後期に適用される雇用保険率

をそれぞれ記載する。 

 

（カ）「⑫ 一般保険料」の上段の欄には、⑩の「前期」欄の額に⑪の「前

期」欄の料率を乗じて得た額（１円未満の端数は切り捨てない）を、

「⑫ 一般保険料」の中段の欄には、⑩の「後期」欄の額に⑪の「後

期」欄の料率を乗じて得た額（１円未満の端数は切り捨てない）をそ

れぞれ記載し、「⑫ 一般保険料」の下段（計）の欄には、「⑫ 一般

保険料」の上段の額と中段の額とを合算した額（１円未満の端数があ

るときは、この端数を切り捨てた額）を記載する。 

 

 （ヨ）「⑬ 確定保険料合計額」欄には、⑨の「（一）計」欄の額と「（特）

計」欄の額と⑫の下段（計）の欄の額を加えた額を、④欄の「常時使

用労働者」の数に基づき、規模区分別（１５人以下、１６人以上）の

該当欄に記載する（雇用保険のみ成立している場合は、⑤欄の「被保

険者」の数に基づき記載する。）。 

   なお、小計欄には、規模区分別の件数、金額の合計を記載し、計欄

には、規模区分別の金額の合計を記載する。 

 

 （タ）「⑭ 賃金総額」欄には、「賃金等の報告」の⑪の○ｅの額を記載す

る。ただし、平成１９年３月３１日以前に成立した一括有期事業につ

いては、一般拠出金算定対象とはならない。 
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（レ）～（ム）（略） 

 

【参考】労働保険事務組合様式 

 

（略） 

 

組様式第４号 

 

 

（略） 

 

 

（レ）～（ム）（略） 

 

【参考】労働保険事務組合様式 

 

（略） 

 

組様式第４号 

 

（略） 
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（略） 

 

 

（略） 

（略） 

 

組様式第６号（甲） 

 

（略） 
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第１編 事務処理  

第１章 事務組合の認可等に係る事務処理 

 

１ 事務組合の認可申請 

（１）事務組合認可申請書の提出 

事業協同組合や協同組合連合会などの事業主の団体又はその連合団体

（以下「団体等」という 。） が労働保険事務組合（以下「事務組合」とい

う 。） の認可を受けようとするときは、「労働保険事務組合認可申請書」

（様式第１４号、以下「事務組合認可申請書」という 。） を３部作成し、

次に掲げる区分にしたがって提出しなければならない（則第６３条第１

項 ）。  

なお、事務組合の認可を受けた団体等について組織変更があり、従来法

人格のない団体であったものが、従来と異なる法人格のない団体若しくは

法人となった場合又は従来法人であったものが法人格のない団体若しくは

従来と異なる法人となった場合であって、その後も引き続いて事務組合と

して業務を行おうとするときにも、改めて「事務組合認可申請書」を提出

する。 

イ 下記ロ以外の団体等（以下「安定所所掌団体等」という 。） について

は、当該団体等の主たる事務所の所在地を管轄する公共職業安定所長

（以下「安定所長」という 。） を経由して都道府県労働局長（以下「労

働局長」という 。）  

ロ 労災保険に係る保険関係が成立している事業のうち二元適用事業又は

労災保険の特別加入に係る一人親方等の団体（以下「労災二元適用事業

等」という 。） のみから事務処理の委託を受ける団体等（以下「監督署

所掌団体等」という 。） については、当該団体等の主たる事務所の所在

地を管轄する労働基準監督署長（以下「監督署長」という 。） を経由し

て労働局長 

なお、事務組合の認可を受けた団体等について組織変更があり、従来

法人格のない団体であったものが、従来と異なる法人格のない団体若し

くは法人となった場合又は従来法人であったものが法人格のない団体若

しくは従来と異なる法人となった場合であって、その後も引き続いて事

務組合として業務を行おうとするときにも、改めて「事務組合認可申請

書」を提出する。 

 

（２）事務組合認可申請書の添付書類について 

「事務組合認可申請書」には、次の書類を添付しなければならない（則

第６３条第２項 ）。  

イ 定款、規約等団体又は連合団体の目的、組織、運営等を明らかにする

書類（団体が法人であるときは、登記簿の謄本を含む（登記情報連携シ

ステムにより登記情報を閲覧するため添付不要）。） 

ロ 労働保険事務組合事務処理規約（以下「事務処理規約」という 。） 等、

労働保険事務の処理の方法を明らかにする書類 

ハ 最近の財産目録、貸借対照表及び損益計算書等、団体等の資産の状況

を明らかにする書類（団体等が法人でないときは、団体等で中心的役割

を果たしている者の財産の保有状況を示す書類及び役員全員による誓約

書を含む 。）  
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ニ 当該事業年度の事業計画及び収支予算並びに過去２年間の事業報告及

び収支決算等、団体等の運営の状況を明らかにする書類 

ホ 団体等の構成員名簿、委託予定事業主名簿（員外者も含む）及び事業

主の委託承諾書 

へ 団体等の役員及び事務を総括する者の経歴書 

ト その他認可に当たって、認可権者が必要と認める書類 

 

＜労働保険事務組合認可申請書＞ 
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２ 認可申請がなされたときの事務処理 

事務組合の認可に関する事務は、都道府県労働局（以下「労働局」とい

う 。） 労働保険徴収主務課（室）及び適用・事務組合課において行う。 

（１）認可に係る審査 

イ 「事務組合認可申請書」を受理した公共職業安定所（以下「安定所」

という 。） 又は労働基準監督署（以下「監督署」という 。） において、

事務組合の認可を受けようとする事業主の団体等が管轄区域内に主たる

事務所を有するか、添付書類が完備されているか、下記（２）の認可基

準に照らし認可申請の要件が具備されているかについて確認し、実態調

査を行い、意見書を作成する。 

ロ 「事務組合認可申請書」及び意見書を「労働保険適用・徴収関係書類

送付書」により労働局へ進達する。 

ハ 労働局において、その団体等が下記（２）の認可基準に該当し、かつ、

事務組合としての健全な運営をすることができるかについて、安定所長

又は監督署長の意見書及び添付書類を基礎にして審査を行うとともに、

必要に応じて実態調査を行い、速やかに認可の可否を決定する。 

 

（２）認可基準 

   労働局長は、次のすべての基準を満たす団体等に対して事務組合の認可

を行うことができる。 

 

（団体の性格） 

イ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号。

以下「法」という 。） 第３３条に規定する団体等であって、次の要件を

満たすものであること。 

（イ）団体等が法人であるか否かは問わないが、法人でない団体等にあっ 

ては、代表者の定めがあることのほか、団体等の事業内容、構成員の 

範囲、その他団体等の組織、運営方法（総会、執行機関、財産の管理 

運営方法等）等が定款、規約等その団体等の基本となる規則（以下 

「定款等」という 。） において明確に定められ、団体性が明確である 

こと。 

（ロ）既存の事務組合の分割により、委託事業主の一部について、受託業

務を包括的に承継する形で新たに設立された団体については、分割前

の事務組合と新たに設立された団体との間に場所、規模、経理、人事

組織系統等の観点からみて、経営組織としての独立性が認められるこ

と。 

（ハ）労働保険事務の委託を予定している事業主が３０以上であること

（委託予定事業主の委託依頼書の提出を求めること ）。  

ロ 定款等において、団体等の構成員又は間接構成員である事業主（員外

者たる事業主も含む 。） の委託を受けて労働保険事務の処理を行うこと

ができる旨を定めていること。 

（イ）定款等が行政庁の認可により効力が生ずるものであるときは、その

認可を受けており、また、事業登録を要するものであるときは、登記

済のものであること。 

（ロ）次に掲げる団体等については、その事業内容として定款等において

それぞれ次に掲げるような内容の定めがあるときは、事務組合として
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